
1

〈論 説〉

日本の産業組織 と企業㈱

戦前 ・戦後 の比較分析

伊 藤 修

TheIndustrialOrganizationandtheFirminJapan:

AComparativeAnalysisofPre-andPostWWIIPeriod

O.正toh

S皿mmary

Thispaperanalysesthecontents,causesandresultso£thechangewhichtookplace

duringtheperiodbefore,duringandafterWorldWarIIinJapaneseindustrialorgani-

zationandfirms.Theconclusionscanbesummarizedasfollows:

Theimportantchangeinthemarketstructurewasnotonlythegeneraldeclineofthe

concentrationratiosbuttheequalizationofthescalesofseveralmajorenterprisesin

eachindustry.Themainfactorsinvolvedweretherapidgrowthofdemandandthe

enforcementofstructuralpolicies.Theresultsofthisbecametheframeworkforthe

realizationofHigh-growth,undercertainotherconditions.4ntheotherhand,many

smallbusinessesenteredtheheavyindustriesmarketsandformedthe"thickbottom

layer"oftheindustrialpyramid,andthisalsobecameonefactorincompetetive

markets.ThedeclineofpersonalcontrolduetothedissolutionofZaibatsuinthebig

businesssetterandthatofwholesalemerchants'ruleduetothewartimeeconomic

controlpolicyinthesmallbusinesssectortransformedoneimportantpartofthe

(*) 本稿は、,岩波書店 『日本経済史』シ リー一ズ第7巻 『計画化と民主化』(1988年12月

刊行予定)第4章 「戦時 ・戦後の産業 と企業」(宮崎正康 ・伊藤修)の 筆者担当部

分の原案に手を加 えた ものである。上記論文は,テ キス トとしての性格上,叙 述

を包括的にするため原案を大幅に修正している。本稿では対象を限定したかわ り

に,一 部により詳細な検討が加 えられている。
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」apaneseeconomicsystem.Mainfactorswhichformed"borrowingdependentcorporate

finance"werethelevel-upofinvestmentandthereductionandsubdi
visionoffinancial

assets.

ResultsofthesechangesstronglyinfluencedthefeaturesofHigh -growth
,aftercertain

modificationsduring1950-1955 .
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は じ め に

戦後 日本 の高度成長 と,産 業組織お よび企業経営 のあ り方 とが どの よ うに関

連 していたかは・ひじ ょうに興味深いテーマである。 また実際 に内外の多 くの

論者が・ この点について 「過 当競争体質」「日本株式会社」「長期指向経営」「オ

ーバー ・ボ ロイング」等 々の特徴づけを行ない
,多 くの議論が交わ された。

高度成長の前段をなす ことか ら当然,第2次 大戦前後 の変動が産業組織 と企

業に与 えた インパ ク トも注 目された。 よく知 られ てい るのは,集 中排除政策に

よる産業集中の低下・財閥解体 ・独占禁止に よる企業の 自律化 といった 戦後改

革関連措置の 「競争化効果」 であろ う。ほ とん どの著述が この点に言及 してい

る。 ところが意外な ことに,包 括的な形での整理はなされ ていないのである
。

本稿はtい ま述べた問題 すなわ ち戦前 ・戦後 にか け て産業組織(特 に市
　 の 　 　 　 　

場構造)と 企 業経 営 の 領域 に 生 じた変 化 の 内容 ・原 因 ・結果 一一 につ い て,ま

とま った 事 実 の定式 化 とそ の 説 明を与 え る こ とを 目的 として い る。 具体 的に取

り扱わ れ る問題 群 は以 下 の とお りで あ る。

1で は・ ① 市場 構造(マ ーケッ ト・シ ェア分布)を 類型 化 した 場合 ,(a)そ こに

全体 として どの よ うな変化 が み られ るかsま た ㈲変 化 パ ター ソ には どの よ うな

種類 の ものが 見 出 され るか。 ② そ うした変化 の要 因は 何か 。 ③ 以上 の大 企業 セ
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クターに おけ る意 義 は何 か。 ④ 中小 企業 セ クターに おけ る意義 は 何か 。

2で は,い ま1つ の側 面 であ る企 業 間結 合 につ い て,⑤(a)戦 時 お よび(b)戦 後

にお け る財 閥 の動 向はい か に ま とめ られ るか。 ⑥ 中小企 業 の系 列 関係 にお け る

主 要 な変化 は何か 。 また そ れ らの⑦ 原 因お よび ⑧ 結果 は何 で あ った か。

3で は,⑨ 以上 に対応 し て(a)企業 の バ ラソ ス ・シー トお よび(b}フmの 企業

金 融 に生 じた 変化 は何か 。 ⑩ その 要 因は い かに説 明 され るか。⑪ また そ の こ と

が 日本 の金 融 システ ム総 体 に与 えた影 響 は何 か 。

これ らの問 い に対す る回答 は,本 稿 の末 尾 にお い て要約 され てい る。

戦 時経 済 で は,平 常 の経済 メ カニズ ムが人為 的要 素 に よって大 幅1,rYv偏奇 させ

られ た り,構 造 変 化 を受 け るのは事 実 で あ る。 しか しy通 常 考 え られ るよ りも

は るか に大 きな部 分 が市場 メカニ ズ ムの作 用 を介 して理 解 され,そ れ に よって

戦前 経済 と戦後 経済 は 「空 白」 な しに 論 理的 に接 続 す る,と 筆 者 は考 えて い る。

この観 点 の一 部 は以下 にお い て立 証 され るはず で あ る。

1市 場構造の変化

1-1市 場構 造 の類 型 とその 変化

戦後 にお け る産 業 集 中度 の低 下 につ い て述べ る場 合,表1に ま とめ られ た デ

ー タの一 部(数 産業 のケース)を 例 示す るものが ほ と ん どで あ る1)。 あ らた めて

同表 をみ る と,戦 前 か ら戦 後 にか け て各段 階累積 集 中度 の低 下 した産 業 が多 数

を 占め,た しか に産 業 集 中は全 般 的 に低 下 した とい って よい 。そ の ほか,α 上

位1社 集 中度 で最 も低 下が 顕 著で あ り,以 下 は しだ い に低 下 産業 数 が減 少 し,

かわ って不変 ・不 明が増 加す る こ と,12戦 後 の1949年 か ら1955年 に かけ て集 中

度 低 下が さ らに進展 す る(特 に上位10社 集中度で低下傾向が明瞭になるのは1955年 に

至 ってか らである)こ と,な どが 知 られ る。

しか し この表 か らは,よ り詳 し く,産 業別 の変 化 パ ター ンにみ られ る規則 性

や,そ の要 因 を把握 す る こ とはで きない。 そ こで,以 下 では 市場 構造 を 類型 区

分 し,そ の変 化 パ ター ソを抽 出す る こ とを試 み よ う2)。

そ の場 合,通 常 の よ うに上 位数 社 の累 積 集 中度 に注 目す るので はな く,こ の
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表1累 積集 中度の 戦前 ・戦後 変化(変 化方 向別産業数)=1937→1949

(カ ッコ内1937→1955)一
CRユ

CR3

CRS

CR1。

12{11)

12(11)

11(8)

11(7)

32(33)

27(32)

2330)

17(26)

3{3)

4(2)

sC5)

g(io)

o(o)

4(2)

7(4)

10(4)

47(47)

47{47)

47(47)

47{47)

(注)

1.CR,は 上位1..累 積集 中度(原 則 として生産数量べ一 ス)。

2.「 不変」は変化の絶対値 が1%ポ ィγ ト未満 の もの。

3.r不 明」は主 として零細企 業が多 くデー タのない場合。

4.サ ンプル産業は表3の 注を参照。

(資料)公 正取引委員会 『厨本産業集中の実態』 東洋経済新報社,工957年,よ り作成。

表2市 場構造の類型化

単 独 大企業 ド輝

リーダー
モデル図 小分類 大分類 定 義

A型 Qxx
'//独 占 型

/独 占型

S,"90%

B型 oxo 囮 き:二1部分独 占型' S1;1⊇40%,S2<10%

C型 OOx 鵬 描2鞠 不塒 分 s≧10%$一&≧15刎 燈 撒S
…く10%1

D型 QOO 謄}3層 型隙 占型 蝋&一&≧1劃 鰹 翫 1く祠

E型 XOX 晶 寡 占 型瞬 分布 鵬 糊 馴 纒 撒
,1<10%己

F型 xoO
晶 三ミ:三寡占 ・ドト℃Ft'fi71型r寡占型 鵬 隅 く1叫艇撒踊o%1

G型 xOO 囹 斎 大企業1社 型 一
-

H型1
1

XxO ・睾 ・ 原 子 型 一 S,x:10

1注1

1,モ デル図の國 は単独 リーダー,臼 は寡 占的大企業,…:…は中小企業層 を示す。

2.定 義のStは シェア1位 企業の シェア,CRiは 上位i社 累積集中度 を示す。

期 間 の 実 際 の 変 化 の 特 徴 を で き る だ け 明 示 し うる よ う考 慮 し て,各 企 業 の シ ェ

ア格 差に注 目す る。す なわ ち,(a)単 独 で相 当 の市場 支 配 力 を もち うる と考 え ら

れ る 単 独 リー ダ ー(い わ ゆる支 配的企業d。m{nant丘rmに 近い〉,(b)寡 占 的 大 企 業,
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表3各 類型帰属産業の推移
[

1937年 1949年 1955年

産 業 番 号 膿業 産 業 番 号 勝 産 業 番 号 壁

副 (0)2 (1)2 1(1)

B型4,27,28,36,40,45 (6)38,40,45 (3)40,45 (2)

C型

D型

E型

F型

G型

H型

十一ヨロ

2,3,6,9,15,23,25,34{S}7,9,23,25 (4)17,23 (2)

7,10,12,13,22 (5)3,4,6,12,15,21,22,

36

24 (1}34

1,5,S,11,14,16,17,

18,19,20,21,29,31,

33,39,41,44,46,47

(19)1,5,S,10,11,13,14,

16,17,18,19,24,26,

27,28,29,3i,33,41,

43,44,46

2◎3q3職3&42-(7)

43

zo,30,35,37

32 (1)32,39,42,47

(47)

(8)9,13,22,36 (4)

(・)1・ ・,25,31,34 i(4)
(22)

(4)

(4)

(47)

1,3,4,5,6,8,10,2,1(23)

14,17,18,19,20,21,

24,26,27,28,33,38,

43,44,46

1.5,16,30,35 (4)

29,32,37,39,41,42,(7}

47

k47)

(注)

1.各 産業 の番号は以下 の とお り。

1石 炭2原 油(採 掘)3銑 鉄4普 通鋼材5フ ェロア ロイ6電 気銅7ア ル ミニ ウム

8亜 鉛鍍鉄板9鋳 …鉄管10造 船11機 関車12客 車13貨 市14電 動機15ベ ア リソグ16

ミシソ17苛 性 ソーダ18硫 安19石 灰窒素20過 燐酸石灰21合 成染料22セ ルロイ ド生地

23フ ィルム24自 動市 タイヤ ・チ ュー ブ25板 ガ ラス26セ メソ ト27パ ルプ28洋 紙29綿

紡績30製 糸31人 絹32綿 織物33製 粉34ピ ール35し ょうゆ36バ ター37マ ッチ38

電 力39海 運40通 運41倉 庫42銀 行43損 害 保険44生 命保険45グ ル タ ミン酸 ソ… ダ

46精 糖47貿 易

2.1937,1949年 の項には一部年次の若干異な るデー タを含む。

(資料)公 正取 引委員会 『日本における経済力集中の実態』実業之 日本社,1951年,同 『日本産業

集中の実態』東洋経済新報社,1957年,よ り作成。

(C)中小 企業 層 ない し下位 層(い わゆる競争的周辺部competitivefringeに 近し・),が

それ ぞれ 存在 す るか否 か とい う3つ の基 準 を設定 し,そ の組 み合 わせ に よ って

表2の よ うにA型 ～H型 の8類 型 に 区分 した 。 もち ろん,各 産 業 の もつ 個性 の
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表4単 独 リーダーの存否別分類

類 型 1937 194911955
単 独 リー一ダーが存在

単独 リー ダーが存在せず

二
噌爵

ABCD

EFGH

Q
μ

Ω
U

-
晶

9
臼

ハ
0

■
↓

-
み

3

9

∩63

47 47 47

(注)表3カ 、らf乍∫戎。

表5下 位層の存否別分類

r位層が存在

下位層が存在せず

計

類 型 193?

BDFGH

ACE

0
0

Q
ゾ

3

47

1949

-
占

ハ
0

4

47

1955

AU

ワ
.

4

47

(注)表3か ら作成。

た めに・ この種 の作 業(特 に数値的な定義)に は 客観 的 な統 一 的分 類基 準 の 設定

が 困 難だ とい う制 約 がつ き ま と う。 そ の こ とを十 分 に 自覚 した うえで,こ こで

は シ ェア.0°'io以上 を寡 占的大企 業,そ れ 未 満 を中小 企業 ,中 小 企 業層 の シxア

10%以 上 でそ れが 存 在,2位 企 業 との シ ェア格差15%ポ イ ン ト以上 で 単独 リ0

ダーが 存 在・ とそれ ぞれ 認 定す る とい う基 準 を定 め て い る。

数値 的 な定義 の説 明は表2に ゆず り,8類 型 を簡 単 に性 格 づ け てお くと,

A型 … …完 全 なmonopoly(い わゆ る純粋独占)に 近 い もの

B型 … …単 独 リー ダー と下位 層 か らな る もの(い わゆる部分独占)

C型 … …単独 リー ダー とそ の ラ イバ ルで あ る寡 占的大 企業 か らな る もの

D型 … …C型 に下 位層 が 加わ った もの

E型 …… ほぼ 同規 模 の榎 数企 業 に よる寡 占(い わゆる全部寡占)

F型 … …E型 に下 位層 が 加わ った もの

G型 ……大 企 業(単 独 リーダーではない)1社 と下 位層 か らな る もの

H型 ……大 企業 を もた な い競争 型

で あ る3)。

この類 型 に・連 続 し て利 用 で きる47産 業 の デ ー タをあ ては め る と表3の よ う
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にな る。 これ に よる と,① 戦 前か ら戦後 にか け て減 少 の 目立 つ の はB(部 分独

占)型,C(上 位2層)型,G(大 企業1社)型 で あ る こ と,② 逆 に増 加す るの

がF(寡 占 ・下位層)型,H(原 子)型 で あ る こ とが わ か る。 ただ し,こ のH型

の 中に は,シ ェア10%未 満 で はあ るが 通常 大企 業 とみ な され る企業 を含 む ケー

スが い くつ か存 在 す る。 またD(3層)型 は1949年 に い った ん増 加 した の ち再

び 著減 す る。3時 点 をつ うじてF(寡 占 ・下位層)型 が最 も多 く,し か も戦後 に

増 加 した 。

表4に よ り,単 独 リー ダーが存 在 す る グル ー プ と存在 しな い グルー プの比率

をみ る と,戦 後 には前 者 が減 少 し,後 者 が圧 倒 的 に主流 とな って い る。仮 にG

(大企業1社)型 を前者 に加},2位 以 下 と相 当 の格差 を 有す る トツプ企業 の存

在 す る グル ー プ とそ うでな い グル ー プの比 率 でみ る と,1937年26:21,1949年

20:27,1955年13:34と な り,戦 前の状 況 は戦後 に逆転 し,そ の後 も この変 化

傾 向は進 行 した こ とが 明 らかで あ る。

つ ま り,最 も重要 で 明 瞭な の は,広 い意 味で の リー ダーを有 す る産 業が 過半

で あ った戦 前 の構成 が,高 度 成長 の入 口まで に大 き く変 化 し,完 全 に逆 転 した

こ とで あ る。 い いか えれ ば,市 場構 造 の特 徴 は,い わ ゆ る 「不均 等 分布 寡 占」

か ら 「均 等分 布寡 占」4)へ と大 き く変 貌 した。

な お,表5で 下 位 層 の存否 別 分類 を 行 な うと,存 在す る グル ー プが 大半 を 占

め,戦 前 ・戦後 で ほ とん ど変 化 は ない 。

そ こで次 に,表6に よって1937年 →1955年 の類 型 間移 動 のパ ター ンを 整理 し

てみ よ う。

これ に よれ ぽ,類 型間 移動 のあ った のが27産 業,な か った のが20産 業で ,移

動 はか な り激 し い。 戦 時 ・戦後 の産 業 の激 動 ぶ りが示 され て い る。 前 者 の うち,

な ん らか の形で上 位 の リー ダー シ ッ プ が 低 下 した(ご くおお まかにいえば 「競争

的」となった)と み られ る グル ー プが19産 業 と7割(全47産 業の4割)を 占め,逆

に リー ダー シ ヅプが 強化 され た(同 じく 「独占化」 した)と み られ る グル ー プは

わず か4産 業 にす ぎな い。 なおG→F型 の移 動(シ ェア10%以 上の大企業が単数か

ら複数化)が3産 業 あ るが,こ れ は リー ダー シ ップが低 下 した とみ られ る一 方,
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表6類 型間移 動 の分類(1937→1955)

類型間移動あ り(27)

リ

ー
ダ

ー

シ

ッ
プ

低

下

傾 到 内
F↓B

E↓C

F↓C

G↓C

F

D

H

↓

↓

↓

D

B

F

H

D

F

↓

↓

↓

G

C

E

容 騨 帰殿 業

単独 リー ダー消失

単独 リーダー消失

単独 リーダー消失
下位層発生

単独 リーダー消失
下 位 層 発 生

単独 リーダー消失

ラ イ バ ル 発 生

大 企 業 消 失

大 企 業 消 失

下 位 層 発 生

下 位 層 発 生
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位

ラ

下

下

大 企 業 複 数 化

大 企 数 単 数 化

i
1

ー
ム

ワ
騨

Q
り

噌
■

Gi2

H11

原 油

アル ミニ ウム

機関 車,人 絹

セ メ ソ ト,電

力,損 保

ミシ ン

通 運,グ ル タ ミソ酸
ソー ダ

フ ィル ム

貨車,セ ル ロイ ド生
地

石炭,フxロ ア ロイ,

亜鉛鍍 鉄楓 電 動機,

石灰 窒素,硫 安,苛

性 ソー一ダ,過 燐酸石

灰,合 成 染料,製 粉,

生保,精 糖

製糸,し ょうゆ

綿織 物

(資料)表3よ り作成。

集 中度 は上 昇 可能 で,分 類 はむ ず か しい 。 逆 のF→G型 移動(1産 業)も 同様

であ る。 他方,類 型 間 移動 のなか った グル ー プで は,同 一 類 型 の枠 内で,通 運

の よ うに トヅプ(日 本通運)の 巨大 化 が 進 ん だ り,製 糸 ・綿織 物 の よ うに大規

模 な退 出が 生 じた りした ケー ス も少 数存 在 す るが,大 多 数 は さきの表1の 結果

にみ られ る とお り,上 位 の 格 差縮 小(均 等化)と 全 般 的 な 集 中度 低下 が 生 じた

ケー スで あ る。

1-2変 化の要 因

前項において,戦 前か ら戦後 にかけて市場構造に生じた主要な変化は,集 中
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度の低下傾向だけでな く,上 位におけ る格差の縮小であ るこ とが示 された。 ま

た,下 位の中小企業層における参入 ・退出,成 長 ・衰退の動 きも重要であるこ

と,さ らに少数ではあ るが一般的変化方向 とは逆の動 きをみせ る産業 グルー プ

もあることがわかった。 この ような動 向を もた らした要因につ いて,代 表 的な

い くつかの ケー スを とりあげて考察 してみ よう。

まずはじめに,ご くおおまかな意味での 「独 占化」ないし集中度上昇の傾向

を示 した少数派 グループをみ よ う。その第1の タイプは,戦 争下 の統合化政策

を最 大要因 として独 占化が進んだ ものであ る。典型 は,ほ ぼ帝国石油の1社 独

占 となった原油採掘業であるが,戦 後には圧倒的に輸入依存産業 とな り,実 質

的意味は失なわれた。通運 も,激 しい競争状態 にあ った ものが,1937(昭 和12)

年の 「日本通運株式会社法」以来,日 本通運 とい う巨大企業が出現 した。 日本

発送電への一元的統合化 か ら9電 力に よる地域独 占に転 じた電力業 もこの タイ

プに加え られ よう。

第2の タイプは,他 と無差別に扱 うには問題があ るが,こ れ も行政的な統合

化 の要因が大 きい金融業であ る。企業数の減少 と上位での格差縮小が進んだが・

生命保険 のみは トップの 日本生命が2位 以下 との格差をひろげた。

第3の タイプは,戦 時下での需要の(強 制的)縮 小 と企業整備 な どに よって

大規模な退 出,集 中化が生 じた消費財産 業であ り,繊 維産業に代表 され る。図

1に 人絹 と綿織物 のケースを示 しておいた。人絹は企業数の激減 と上位集中化

に よ りF(寡 占 ・下位層)型 か らE(寡 占)型 に転 じ た。製糸業 も類型間移動は

ないが同L内 容である。綿織物は若干パ ター ソが異な り,戦 時には上記 と同様

の動 きをみせたが,戦 後,需 要の急拡大 と統制撤廃 によ り再 び大規模な参入が

生 じて,集 中度は戦前 よ りかえ って低下 した。紡績 も同じパ ターソを示す。 こ

の差は主に戦後の需要動向,い いかえれば プロダク ト・サ イクルの相違に よる

ものであ る。

以上3タ イプ とも,戦 争経済に主た る要因が見出 され る。

次 に,な ん らかの意味で 「競争的」 となった とみ られ る多数派 グルー プをみ

よう。
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(注)折 線 グ ラ フ は 累 積 集 中 度 曲 線,樺 グ ラ フ は 第1～10位 各 社 シsア 。

(資 料)表3と 同 資 料 に よ り作 成 。
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第1の タイ プは,戦 後 の経 済 力集 中排 除政 策 に よ るか,ま た は 企業再 建 整 備

に ともな って 行 なわれ た 企業 分割 が,単 独 リー ダー 消失 あ るい は ラ イバ ル発 生

の最 大 要 因 とな ってい る もので あ る。 洋 紙 ・パ ル プ(王 子製紙の分割),鉄 鋼(日

本製鉄),造 船(三 菱重工業),バ ター(北 海道興農公社),ビ ー ル(大 日本麦酒)な

どで あ るが,こ の うち紙 ・パ とバ ターで は戦 後 の混 乱期 に群小 企業 の参 入が あ

った(パ ターでは強固なブラン ドの力の消滅も重要であ った といわれる)の に対 して,

ビール は3な い し4社 独 占で 変化 が な い とい う差異 がみ られ る。 また紙 ・パ に

つ いて は王子 の旧樺 太資 産 喪 失 とい う要 因 も無 視で きない。 集 中排 除 の対 象 と

して 当初指 定 され た325社 の うち,最 終 的に再 編成 を指 令 された の が18社(分

割等は15社)に す ぎな い こ とを も っ て,こ の 政 策 は 「竜頭 蛇 尾」 に 終わ った と

いわ れ る こ とも多 いが,市 場構 造 に与 えた インパ ク トは 大で あ った 。
の 　

さらに,企 業 分割 に関す る よ り詳 細 な研 究に よれ ば,集 中排 除法 に よる もの

の ほか,企 業 再 建 整備 法 に も とつ い て 自発 的 に分割 ・工 場 処 分 な どを実 施 した

ケー スが 多 い。上 記 の325社 中,実 に約150社 が この ケー スに該 当 し,う ち80

社 前後 につ いて実 質 的な集 中排 除効果 が 認 め られ る と され る5)。 これ は,戦 時

政 府 補償 の打 ち切 りや 在 外資産 の 喪失 と い った 「特 別 損 失」 要 因(戦 争の負の

遺産),あ るいは 戦後 にお け る事 業赤 字 要 因 を過 重に 抱}た 企 業が,不 採 算部 門

を処 分 した もので あ る。非 軍需 向け へ の転換 が 困難 な軍需 工 場,急 激 な 買収 や

拡 張 の結果 地 理 的に 分散 した り生 産上 の連 関が 薄 い 工 場,老 朽 ・酷使工 場(あ

るいは労働攻勢の弱体化に有効 と思われた場合)な ど が 処分 の 対 象 とな った 。 以上

には,こ こで の産 業 別 集中 分 析で は 明示 され ない 異業 種 間分 割 も多 か った こ と

を考 え あわ せ る と,1950年 前後 を ピー ク とす る企 業 分割 が及 ぼ した 影響 は,ぎ

わ め て広 汎 かつ 深刻 な もので あ った とい え よ う。

第2の タ イプは,図1に あげた 造船,ミ シン,苛 性 ソー ダの ほか,鉄 鋼,電

気 銅,電 動機,ベ ア リン グ,硫 安,石 灰窒 素 な ど,金 属 ・機 械 をは じめ とす る

重 化学 工 業 に多 い。 そ の多 くは,戦 時期 に軍需 中心 の著 しい需 要 の拡 大が あ っ

た こ とに誘発 され て,新 規参 入や 中 堅 ・下 位企 業層 の能 力増 が生 じた もので あ

る。 こ うした 変動 の結 果 は,非 軍需 向 けに転 換 しつ つ 戦後 に も受 け継 がれ た 。
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ただ し,ミ シソ,電 動機,化 学 肥料な どは戦時 よりもむしろ戦後におけ る急激

な需要拡大の要因に よるところが大きい。 また セメン トは,戦 時中の統合 の結

果,2位 以下 の企業が規模を拡大 して トップ(浅 野セメソ ト)と の格差を縮 めた,

やや異質な ケースにあた る。

ところで,こ のタ イプの時系列的な推移は戦争末期に一時 的 な波乱を含んで

いる。連続的なデータが得 られ る産業 の例 でみ ると,硫 安では1942(昭 和17)年

前後 に集中度が下 げ止 ま り,以 後硝酸製造等への転換を ともないつつ上位への

再 集中化が生じた。鉄鋼で も戦争末期から戦後初 期にかけて,原 材料等の制約

によ り,(優 先割当てを受げる)日 本製 鉄八幡 と(戦 災屑などに依存して小回りのき

く)小零細企業群の上下両極 に,異 常に生産が集中す る事態が発生 した(ち なみ

に石炭でも資材および労働力の割当て集中化によ り1940年をボ トムとして集中度の反転

上昇がおきている)。 もちろん,こ れは短期的な現象で あ って,そ の後急速に解

消した。

また,よ り詳 し くみ る と.同/'内 で も,生 産品 目の構成の相違に よって

シェア動向は肢行的で あった。た とrぽ 鉄鋼業では,大 同製鋼 ・日本製鋼所 ・

三菱製鋼 ・日本特殊鋼 な ど軍需関連品 目(特 殊鋼および厚中板等)を 得意 とした

企業の シェアが上昇 している。 この よ うな要因 も,さ きに まとめた市場構造の

変化に寄与 していた。

さて,以 上の よ うに,産 業 ごとにみれぽ個性 的な事情に よって単純 とはいえ

ない変動を示してい る。 しか し,細 部を無視 し て,市 場構造(変 化)の 決定要

因を抽象的な レベルで ま とめる とすれぽ,① 企業統合 ・分割の よ うな人為的要

素のほか,② 需要の成長性(お よびその構成の変動),③ 生産要素 の賦存状態,④

広い意味で の技術的条件,を あげ るこ とがで きよ う。② の需要成長性は参入な

いし退出を誘発 し,需 要構成の変化は(鉄 鋼の例のように)企 業別産出量 の変動

をもた らす。③ の短期的効果 は戦争末期から戦後初期 に鋭 く現われ,ま た長期

的には技術変化を誘発 し,④ の作用をひきお こす(た とえば戦後における屑鉄の稀

少化が3位 以下鉄鋼メーカーの銑鋼一賛 化を促したように)。④ は,(a)同 一産業 内に

複数の技術体系の併存す る可能 性が(最 小)最 適企業規模 の階層性 を生み出し,
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下 位層 を根 強 く生 存 させ る,fib)参 入 の容 易 さを左右 す る,(c)技 術進 歩 が シ ェア

分 布に シ ョックを与 え る(こ の場合,新 技術がいか なる企業規模の範囲に導入され る

かに よって効果は異なる),な どで あ る。

この よ うな 経路 を 通 じ て,市 場構 造 は お お よそ 上 位 に おけ る 「均 等分 布寡

占」化 と下 位 にお け る中 小企 業群 の地位 の上 昇,と い う内容 の変 化 を とげた と

いえ る。次 には,そ の こ との もつ 意 味 を,大 企 業 セ クター ・中小企 業 セ クター

別 に ま とめ てみ よ う。

1-3「 寡占間の競争 」一一 大企業

戦後の状況についてしぼしぼ 「競争 的寡 占」あ るいは 「寡 占間競争」 とい う

言葉が用いられた。「競争的寡占」 とい う概念 は な お議論を誘発す るであろ う

か ら6),こ こでは一応 ご く0般 的 な意味で 「寡 占(的 大企業)間 の競争が激し

い」 とい う特徴 としてお さえてお こ う。競争の現われ方 として,銀 行の景品競

争 や 「集中豪雨的輸出」「技術輸入競 争」な ど さま ざ まな もの が意識 され た

が,こ こでは規模(し たがってシェア,投 資)拡 大 の競争行動 に限定 して考える。

ところで,前 項 までにみた 「均等分布寡 占」化 規模の接近した上位有力

数企業 の存在一 は,そ れだけです ぐに激 しい競争が生ず ることを保証す るわ

けではない。それでは戦後型の市場構造は どの よ うな意味で競争的企業行動 と

関連 したのかを,簡 単 に考えてみた い。

村上泰亮は,日 本企業が利潤極大化ではな く組織極大化を行動基準 とす るた

めに競争が激化す る とい う 「文化的説明」を し りぞけ(副 次的要因としては拒否

しないにせよ),「経済的説明」を中心にすえた。その さい,「 長期平均費用逓減」

とい う条件を決定 的な要素 として説明した7)。 本稿 もこ の考 え方 に賛 成 で あ

り,基 本的にそれ に依拠す る。ただ,村 上 の説明では,す べての企業が プライ

ス ・テ イか 一であ ると仮定 されているので,こ の点 を不完全競争市場の想定に

修正す る必要があろ う。すなわち,産 業組織論 で行なわ れる不完全競争の各 タ

イプにおけ る価格決定の議論を,供 給量決定に重点 を置いて読みかえ,上 記の

説明に加えて利用 する。そこでは,限 界収入 と限界費用 の一 致 す る点 が 最 適
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(利潤極大)供 給 量で あ る,と い う基 本 的 な原 理が 前 提 とされ るだけ で あ る。

まず,ご く短 期 を 想 定 し て,1完 全(純 粋)独 占y(B)部 分 独 占,⑥ シ ェア不

均 等 な 複 占,(D)シ ェア均等(50%ず っ)の 複 占,の4つ の タ イプの市場),rYt__.つい て,

総 需 要曲線D,個 別 需要 曲線d,限 界 収 入 曲線MR,限 界 費用 曲線!VIGの 形

状 お よび位 置関 係 を ま とめてみ よ う8)(図2)。

偶 の場 合 には,MR=MCと な る供 給 量Q*が 決 定 され,市 場 価 格はP*と

な ろ う。

個 で は,競 争 的周 辺部 を なす小 企業 群 のMC曲 線 を集計 した もの がSfと し

て描か れ,そ れ らの企 業 は プラ イス ・テ イ カー であ って,市 場価 格 に応 じてA

点 か ら β 点 まで の供 給 を行 な うた め,そ れ を総 需 要か ら差 し 引 いたdmが 独

占企業 の個 別 需 要 曲線 とな る。 独 占企業 は1盟 ㍉ と ルκ】摺 の交点Cに 対応 す

るmを 供給 し,価 格 はP*と な る。 この価 格 で は小企 業 群 の供給 は 研*で

あ り,(2㌔+Q*∫=(2*だ け の総 供 給が 行 なわ れ る。 もし小 企業 群 が シ ェア拡 大

を狙 って価 格 を引 き下 げ て きた な らぽ,独 占企業 は 生産 費 の面で 優位 にあ るだ

ろ うか ら,さ らに価 格 を引 き下 げ る とい う報復 措置 を とるこ とが で きる。小 企

業 群は これ に長 くは耐 え られ ない ので,攻 勢 は一 時 的 な もの に とどま り,市 場

の主導 権 は独 占企 業が 握 る こ とにな る。

⑥ で は,総 需 要Dをd!とdSに 分割 す る2企 業 が あ り(ご く短期なのでシェ

アは不変 とする),よ り大 規模 な企 業1は 生 産 費 で も 若干 の優位 にあ る と考え ら

れ てい る。 企業1は ・4点 に対応 す る(2*1(価 格P,*)の 供給 を希望 しs企 業S

はB点 に対 応 す るQ*S(価 格PS*)を 望む 。企iに は,君*(で の供給量)に

固執 す るか,PS*(で の供給量)で 妥 協す るか の間 で の選 択 の幅が あ り う る。 そ

の結 論 は,企 業1の 費用 曲線 の形 状,ル 配,と1VIC,の 開 き,新 規参 入 の危 険 な

どに 依存す るが,主 導権 は企 業1の 手 にあ る。

⑪ では シ ェア,生 産 費 ともま った く拮抗 した2企 業が 存在 して い る。2企 業

α,β は個 別需 要 曲線4馬 β,限 界収 入 曲線1協R傷 β,限 界 費用 曲線 潮℃岬 をいず

れ も共 有 し,A点 に対 応 す る(蹴 β(価 格P*)の 供給 を 行 な う こ とに容 易 に合

意 し うるで あ ろ う。
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図24つ の市場タイプにおける供給量の決定
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図3需 要の拡大と費用の低下

(A)需 要曲線の右 シフ ト

0

てB)
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さて ここで,高 度 成長 期 に 日本 の 企 業 が 直面 し た2つ の 事 情 を導 入 し よ う

(図3)。 そ の1つ は 継 続 的な需 要 拡大(需 要曲線の右シフ ト)で あ る。 い ま1つ

は,革 新 的技 術 の導 入 を ともな った投 資 に よ る 費用 曲線 の 右 方(お そらくは右

下方)シ フ トの可 能性 で あ る。後 者が 「長 期 平 均費 用 曲線 が右 下 が り」 とい う

こ とで あ るが,こ れ は前 者 と異 な り,企 業 の意 思決 定 と無 関係 に実現 され るの

で は ない。 それ はあ くまで も技術 的 可能 性 にす ぎず(し かも事前的には期待 にす

ぎないが,事 後的にも期待 どお り実現 され ると仮定す る),実 現 され る か ど うか は個

々の企業 の選 択 に よる(図3⑱)で た とえばC点 の左方ではSκ 。くSACF<SAC、 と

なっていることを想起 されたい)。

この よ うな とき,図2の(A)～ ⑪ の タ イ プ は ど の よ うな反 応 を示す で あ ろ う

か。

(A)でD(=d)曲 線が 右 シフ トす る とき,独 占企業 が 革新 的選 択 を行 な うか,
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それ とも保守的に行動して高価格を享受す るかは,一 義的には定まらな い(競

合財の存在または発生はここでは考x..ない)。そして,い ずれの場合にも新規参 入は

容 易でないであろ う。

(B)の場合にも基本的には同様である。ただ,独 占企業が保守的行動を とって

価格が著し く上昇す ると,新 規参入が生 じて小企業群の シェアが大 きく伸び る

可能性があ る。また,小 企業が新技術を導入して急速に規模を拡大す る可能性

も考え られるが,こ れは新技術の内容(必 要な投資の規模)お よび小企業の技術

導入能力に依存 し,一 般 的にはその可能性は大 きくないであろ う。

(C)の場合の シェア格差は,こ の ような長期を考える と安定的ではない。 よ り

規模 の小 さい企業Sが 積極的 ・革新的行動を とって上位企dを 追撃す る場合

であ る。 この とき,対 抗上企1も 新技術導 入にふみ きらざるをえず,激 しい

競争が展 開され るであろ う。 この可能性は,主 としてD曲 線のシフ トの大 きさ

のほか,さ きにもあげた新技術の性格 と下位企業の技術導入能 力(あ るいは2企

業の導入能力格差)に 依存す るが,こ の最後 の要因は当初 のシェア格差 と正の相

関関係にあ ると考 えられ るか ら,0般 にはシ ェア格差が大 きいほ ど競争過程に

入る可能性は小さい。

これに対 して(D)の場合には,一 方が攻撃的行動を とる可能性 も大 きく,ま た

そ うなる と他方 もただちに追随す ることになろ う。2企 業は現在 の費用関数に

おいても技術導入能 力において も同等である と考え られてい るか ら,一 方が新

投資を行な うこ とは困難でな く,ま たそれはシ ェアの急激 な変動を もた らす こ

とがで きる。 この ように鋤 タ イプは,静 止的状況では協調が容易であるが,同

時に,ひ とたび革新 と成長 の条件が与 え られれば激 しい競争が展開 されやすい

と考 えられ る。

以上の ように,こ の場合の市場構造 と企業行動の関係は必ず しも決定的な も

のではな く,可 能性(確 率)の 大 きさの問題であろ う。そ し てそ れは,需 要の

成長性,新 技術の内容 と必要投資規模,企 業 の技術導入能力(格 差)等 に左右

され よう。 この最後の要素 自体 も,人 的能力,組 織的能力,資 金調達力,労 働

力等の確保,販 売力な どさまざまな能力の総合か らなる。 したが って,一 般 的
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にいい うるのは,高 度成長 の開始時点までに形成 された 「均等 分布寡 占」的な

市場構造は,一 定 の条件がそろった も とで上位企業間の激 しい競争が展開 され

るためのフレー ムワー クを提供 した,と い うことである9)。

1--4「 広 いすそ 野上一一 中 小企 業

これ までは,}マ ー ケ ッ ト ・シ ェアに 関す るデー タが ど うして も上 位 企 業 の動

向を 中心 に 描 き出す こ ともあ って,中 小 企 業層 の動 向は後 景 に退 きが ちであ っ

た 。 しか し,す で に若 干示 唆 され てい る よ うに,こ れ らも市場 構 造 の変化 に少

なか らぬ 役割 を果 た し てい る。 こ こで はそ の面 を考 察 し よ う。

ところで一 口に中小 企業 とはい って も,零 細 か ら中堅 に至 る規 模 の差 異を は

じめ,業 種,技 術,経 営 形 態,地 域 的密 集 の有 無(い わゆる産地,地 場産業),依

存す る市 場(海 外を含む全 国的市場,限 定 された地域市場,そ れ らの中間形態,親 企

業の発注市場な ど)の 相 違 に も とつ いて きわ め て多様 で あ り,し たが って 戦前 か

ら戦後 にか け て の変化 も錯綜 してい る。 そ の中 か ら,① 参 入 と成 長,② 縮 小 と

退 出,③ 大企 業 との関 係 の再編 とい う3側 面 を と りだ す こ とが で きるが,こ の

項で は① と② を と り上 げ,③ は のち に2-3で み る こ とにす る。

まず 戦前 か ら戦 時期 にか け て の動 きを み よ う。

第1の 側面 として,中 小 企業 の参 入 と成 長 が あ る。 表7で 会社 数 の推 移を み

る と,総 数で1930年 代 前半 に 大幅 に増 加 し,そ の後 は 横ぽ いあ るいは 微減 とな

って い る。 しか し内 訳で は,第3次 産 業 の代表 で あ る商業 が1920年 代 か ら1930

年 代前半 にか け て急増 した のち減 少 に転 じた の に対 して,工 業 で はむ しろ1930

r,年 代 にか け て大 幅で 根 強 い増 加が 生 じ てい る。そ の大 部 分 は中小 企業 で あ

る とみ られ るか ら,業 種 別 に不 均斉 で は あ るが,重 工 業 を 中心 に大 きな参 入 の

波 が あ った とい え る。

ところで 戦後 の事 業 所 統計 に よる と,法 人 企 業 の 数 倍(X951年 時点の非農林水

産業で5.5倍)に 及 ぶ個 人 事 業所 が存 在 して い るか ら,視 野 を会社 ベ ー スか ら事

業 所 ベー スに拡大 す る必 要が あ ろ う。 第3次 産 業 で 中小企 業 の退 出が発 生 した

こ とは確 実 なの で,こ こで は対 象 を工 業 に限定 す る。
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表7会 社 数

(社)

総 数 う ち 工1) う ち 商 業

1920

1930

1935

1940

1944

1945

×950

1955

42,48S(29,917)

63,545(51,910)

94,592(84,146)

91,028(85,836)
の

IO2,3Z6(92,951)

95,773(41,380)

235,515(一)

411,997(一 一}

14,058(11,829)

1G,],48(18,205)

23,992(29,312)

29,204{34,122)
2)

49,52T(44,912)

48,307(26,887)

116,663(一)

162,595(一}

18,578(14,530}

34,854(27,691)

54,740(45,852)

47,003(41,710}
z)

41,211(38,344)

36,801(11,Z85}

85,628(一 一)

170,424(一}

(注)

1)工 業に建設業を含む。

2)1942年 の数値。

3)大 蔵省 ・国税庁 「会社表」による。()内 は農商務省 ・商工省 「会社統計表」のデータ。

(資料)東 洋経済新報社編 『昭和国勢総覧(上 巻)』東洋経済新報社,1980年,533-536ペ ージ。

表8に よる と,1930年 代 後 半 にはす べ て の 規模 で工 場 数が 大 幅に 増加 した と

み られ る(1938年 まで従業員4人 以下工場が除かれていることに注意が必要)が,19

40年 代 に 入 る と小規 模工 場 の減 少が 始 まって い る。 とは いr表9か らわ か る と

お り,1930年 代 の参 入が きわ め て大 規模 で あ ったた め に,こ の期 間 を通 じて中

小 企業 の層 は厚 くな った とい え る。

よ り重 要 なのは業 種別 の差異 が 大 きか った こ とで あ る(表9)。 繊 維 ・食 品 な

どの消 費財産 業 で戦 時期 に 大 幅な 退 出が生 じたの に対 し て,金 属 ・機 械 ・化 学

な ど軍需 関 連 の強 い重工 業 で は1940年 以後 も微減 か 横ば い に とどま り,あ るい

は参 入が 続 いて さiも い る。 実はi1930年 代 後半 を 中心 に新 規参 入 した 企業 の

中 には,戦 後 に至 って 中堅 企業 へ,さ らには東 証一 部 上場 とい った大企 業 へ と

成長 し,重 化学 工 業化 を担 うこ とに な る ものが数 多 く含 まれ て い る こ とに注 意

され た い。 鉄鋼 業 と機 械 工業 か ら若 干 の例 をあ げれ ば,鉄 鋼業 で 日本金 属工 業

(1932年 設立),W陽 特殊製 鋼(1933),日 本 ステ ン レス(1934),東 洋 鋼銀(同),

淀川 製 鋼所(1935),矢 作 製 鉄(1936)1日 伸 製鋼(1938),愛 知 製 鋼(1940),大 和

工業(1944)な ど,機 械 工 業 で ダ イ キ ソ工 業(1934),岩 崎通 信機(同),TDK

(1935),三 菱 化工 機(同),ヂ ー ゼ ル 機 器(1939),豊 田工機(1941)な ど とい っ
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表8従 業員規模別工場数および生産額構成

上段:工 場数,下 段()内:生 産額構成比(%)

規 模
(従業員数)

～9人

10～49人

50～99人

100～499人

goo～999人

1000～ 人

トき
"

1935

46,4S3

(6.1)

31,130

(19.5)

3,743

(9。7)

2,689

(25.0}

355

(12.6)

225
(Z7.o)

84,625
100.o)

199

644,24Z
(13.6)

,53,ISS
(18.9)

4,619
Cs.o)

3,679
(20.2)

473
Cg.o)

380
(30.3)

760,581
ta.00.o)

1942

584,911

×13.4)

48,326

(..)

4,736

(8.1)

3,372

cx7.9>

452

(9.1)

425

(32.8)

638,222
tloo.o)

1946

}
351.916
(44.1)

6,956

×23.4}

}
1,206
(17.8)

212
(14.7}

360,290
(100.0)

1949

181,443
(10.5)

49,215
(20.5)

5,284
(9.1)

3,59?

(24.4)

317
(7.9)

334
(27.6)

240,195
(100.0)

195

331,201

×7.9)

87,665

(21.8)

7,X65

×9.5}

4,333

(26.3)

538

(11.0)

376

(23.5)

432,694
(100.0)

1935年 の統計は従業員4人 以下 の工場を調査対象に含んでいない(1938年 まで)。

1946年 の 「50～99人 」は100～199人 規模を含 み,「100～499人 」はそれを含 まない。

調査対象は1947年 まで工場であ ったが,1948年 以降は製造業事業所 とな ったため,厳 密には

接続 しな い。

生 生産額は戦後については製造 品出荷額等。

(資料)通 産省 『工業統計50年 史』。

(注)

1.

2.

3,

衷9主 要産業(中 分類)別 工場数

(従業員5人 以上)

1935

1939

1942

1946

1950

1955

総 数

S4,625

137,079

125,680

84,393

15Fa,173

18?,141

うち酬 うち雛

13,684

22,793

21,194

9,927

26,243

33,911

29,378

38,272

28,251

11,860

31,923

39,Q16

1うち金属

7,351

11,717

11,190

9,260

12,804

16,925

うち機械

10,250

22,972

24,910

19,688

`」191」

23,937

1う ち化学

4,629

8,766

8,493

6,807

13,3$0

13β66

(注)

1.調 査対象は1947年 まで工場であ ったが

接続 しない。

2.1943・44年 は集計されていない。

(資料)通 産省 『工業統計50年 史』。

1948年以降は製造業事業所となったため,厳 密には
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た の ち の有 力 メー カー,あ るい はそ の前 身 が この時 期 に設 立 され て い るので あ

る。

従 来,こ の時代(1930-40年 代)は 「恐慌 か ら戦争 ・壊 滅 へ」 とい うイ メ}ジ

1色 で 描か れが ちで あ っ た。 し か し そ れ は 他面 で,第1次 大 戦 ブー ムにつ ぐ

「企 業勃 興期 」一 日本 経済 史 で よ く使 われ る言 葉 を借 りれ ば 一 で あ り,戦 後

につ なが る とい う意 味で 歴 史的 に重 要 な変化 を生 み 出 して いた ので あ る。 この

事実 を 無視 しては な る まい。

もち ろ ん この よ うな動 きがす べ てで は ない。 いわ ゆ る民 需産 業 を 中心 に,需

要 の縮小 の も とで退 出を余 儀 な くされ,あ るい は企業 整 備j'YYLよって統 合や 転 廃

業 を 強制 され た 数多 くの中小 企 業が あ った 。 これ が第2の 側面 で あ る。

日中 戦争 が 開始 され てか らのち,「 不 要不 急 」 と さ れ た 民需 産 業 を中心 とし

て 原 材料 の不足,操 業率 の低 下 が表 面 化 した。 当 初は 原 材料 「均分 主義 」が と

られ た もの の,や がて転 廃 業 「対策J,さ ら に 転廃 業 「促 進」・集 中化(企 業整

備)の 方 向 に変わ って い った 。1940年 代 に入 る と・ これ らの産 業 で の企 業 整備

は大 企 業 に まで 及 んで 具体 化 し,軍 需 産 業へ の資源 移動 が 図 られ・ さ らに1943

(昭和18)年 以降 に は金属 回収 のた め の設備 ス クラ ップ化 とい う,自 国政 府 に よ

る産 業 破壊 の極 限的 な姿 に まで 進 んで い った 。

一・方 ,軍 需 関連 産 業で も企 業整 備 が行 な わ れ た が,こ の 場 合 は 下請(協 力)

関 係 の統制 ・専属 化 に よ る生産 効率化 とい う目的 に重 点 が置 かれた ・た とえぽ

自動 車部 品製 造部 門で は,す で に1938年 に部 品 ・材料 に関 す る優 良(業 者)認

定制 度 が始 ま って いた が,1941年10月 の企 業整 備 要綱 の も とで下 請工 場 指定 制

度 が 実施 され て,企 業 は選 別 され る こ とにな った 。 小型 車 ・二 輪部 品で も・ か

つ て の21社 が東 洋工 業 以下 の6社 に整 備(統 合)さ れ た10)。

こ うした過 程 で,特 に繊 維 や商 業 をは じめ とす る軽工 業 ・サ ー ビス業分 野 で

は,さ きに あ げた 数 字 に示 され る よ うな大 幅 な退 出 が生 じた ので あ る。

次 に 戦後 の動 向 をみ よ う。

まず,当 然 なが ら敗戦 直 後 に大規 模 な退 出が発生 した(表8・9)。 た だ し重化

学 工業 で は退 出 は比 較 的軽 微で あ り,1930年 代 以 降 の参 入の効 果 の方 が規定 的
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であ った し,民 需産 業ないし軽工業で は企業整備 に よってすでに受けていた打

撃が大 きか った(表9)。

また退出が生 じた とはいえ,そ の中で中小零細企業は強靱で柔軟な生命力を

発揮 した。1945年12月10日i現 在での厚生省労政局調査 に よれぽ,従 業員100人

以上規模の工場では焼失 ・休廃止が55%に 迫 り,事 業継続中は30%台 にす ぎな

か ったのに対 し,loo人 未満の中小工場では焼失 ・休廃止が40%弱 で,55%弱

が事業を継続 していた といわれ る11)。その上,民 需産 業での企業の復活や全般

的な新規参入か らな る,中 小企業 のいわぽ群生がみ られた(表7・9)。

その結果,表8に み る ように,戦 争 直後の生産は圧倒的に中小企業に よって

支えられ ることにな った。戦災屑鉄や軍需 ス トックを用いてアル ミや 鉄製の鍋

・釜 をつ くるなど,噴 き出した 日用消費物資 に対す る潜在需要 に応H!Lる生産が

その中心であ った。軍需品(た とえば光学兵器 ・通信機 ・機関銃)工 場が ミシソ ・

時計 ・カメラ ・ラジオ ・双眼鏡な どの 日用品製造に転 じてい った。長野県諏訪

地方では,戦 時中に生糸工場が軍需工場に変わ り,さ らに戦後オル ゴール ・カ

メラ ・時計な ど精密機械工場に転換 して一大産地 とな った。蓄積 された技術 ・

ノゥハ ウも利用 された。

また,在 来産業 とはおお よそ伝統的な消費財 ・サー ビスを伝統的な技術 と経

営形態に よって供給す る中小企業分野をい うが,そ れ らも戦時下で大打撃 を受

けた のち,戦 後に一 そのすべ てではないが一 一復活 した。他方,さ きに化学

繊維に代替 された生糸の例でみた ように,戦 時期 の縮小 と企業減少 の結果が も

ち こされf回 復 をみ ない ケースもあ った。

1947年 前後から経済復興が始 まる と,上 位企業の層が立ち直 りを示す一方y

中小企業経営 に とって厳しい条件 も生まれて くる。当初の困難は,軍 需ス トヅ

クや戦災資源が枯渇しは じめた り,依 存度 の高か った闇ルー トか らの調達不足

や価格高騰が生ず るとい った原材料 ・資材不足であった。1948年 ごろになると,

金融面で の逼迫が深刻 とな り,超 過所得税に よる税負担の圧迫 も加わ った。つ

いで ドッジ ・デフレ下 の需要縮小s申 小企業金融の逼迫,下 請代金支払い遅延

の多発な どは事情 をさらに悪化 させ,「 企業整備」が広 が った。 朝鮮戦争 ブ.一.,
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ムの反動 不 況 は,特 に 繊維 関 係(商 社を含む)に 大 きな影響 を与 えた 。 この よ う

な過 程で 中 小企 業 は流 動 し,再 編 成 を経 験す る。 当初 に は大 企 業 セ クター との

差(二 重構造)が 明 瞭で な か った賃 金 水準 も,1947-48年 には 明瞭 に 大 企 業 を

下 回 りは じめ,1950年 代 前半 に 格差 は拡 大す る。

以上 を要約 し よ う。

まず,1930年 代 か ら戦時 にか け て の重 化 学工 業 で の中小 企業 の厚 い層 の形成

は,不 可逆 的 な変 化で あ った 。一方,商 業 ・サ ー ビス業 な どは,戦 時期 に著 し

く縮 小 ・退 出をみ た のち,大 部分 は 戦後 た だ ち に復活 した(い わゆる在来産業 も,

そのすべてではないにしろ復活したが,そ の後の高度成長の過程 で伝統的消費 スタイル

が消えてゆ くにつれ,急 速に縮小する運命にあった。ただし これにか わ って,新 しい消

費内容に見合 った企業の参入がひき続 いたか ら,消 費関連分野での中小零細企業の厚 い

層は,戦 後 もやは り重要な存在で あ り続ける)。

この よ うに激 し い変動 に対 応 しなが ら,中 小 企業 は 強靱 な生 命 力 に よ って厚

い層 を な し,重 要 な地位 を 占 め る。 それ は,① 同一 財 の市場 をめ ぐって大企 業

と,② 代 替(競 合)的 な財 の供 給 に よ っ て 大 企 業 と,③ それ らの市 場 をめ ぐっ

て中 小企 業 内部 で,ま た④ 大 企業 の発 注 とい う市 場 を め ぐって中小企 業 内部 で,

それ ぞれ 激 しい 競争 を展 開 した 。そ の こ とは,上 位 企業 間 の競争 とな らん で 日

本経 済 の 「競 争的性 格」 を構成 す る こ とにな る12)。

2財 閥 ・企業系列の動向

前節ではマーケ ッ ト・シ ェア分布の側面 に焦点をあてたが,こ ん どは産業横

断的な ものを含む企業間結合に注 目す る必要がある。すなわち財閥お よび企業

系列の動向である。

2-1戦 争 と財 閥一一一拡 大 ・拘 束 ・弛 緩

まず,戦 時期 にお け る財 閥の動 向 を と りあ げ よ う。 そ こに は拡大 ・拘 束 ・弛

緩 とい う3つ の 側面が 見 出 され る よ うに思わ れ る。

第1は"拡 大"の 側面 であ る。 表10に よれ ば,14財 閥 の全 国会 社Yr占 め る ウ
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エイ ト(払込資本金ベース)は,1937年 の22.6%か ら持株会社指定時(1946年)の

30な い し40%(こ の幅については表10の注3参 照)に 上昇した とみ られ る。各産業

におけ る財 閥系企業生産順位 も上 位を占めてお り,特 に軍需産 業でそれが明瞭

であ った。 これ らの面か らみた財閥の支配力は戦時期 に拡大した といえ よう。

なお,顕 著な拡大を示 した の は3大 総合財閥 と日産(鮎 川)財 閥であ り,そ の

他 とは相 当の成長 格差があ る。 これ らの財 閥では軍需産業を中心に既存の傘下

企業が拡大したほか,活 発に企業新設 ・買収 を 図 った(表10以 外に在外会社分が

ある)。

しか し,以 上 には裏面がある。すなわち第2に,経 済統制の強化 と陸海軍に

よる管理の拡大 によって,経 営に関す る自由な選択 ・意思決定の余地が きわ め

て狭 ま り,"拘 束"の も とに置かれた。 もっとも,1940-41年 にかけて 「経済

新体制」の運動が最高潮に達す る過程で,財 閥 をはじめ大企業 の利潤を統制し

よ うとす る動 きが強 まったが,そ の後は生産 の拡大が最優先 とな り,利 潤統制

は事実上放棄 された13)結果,相 当の利益額 と利益 率が確保 された。 しか しそれ

も拘束下での ことであ った。直接的な規制や指令に よる拘束 のほかに,環 境条

件の激変に よる事実上 の選択 の強制 も重要である。た とえば,軍 需生産 の拡大,

わけて もそれへの急速な事業シ フ トには,大 きな リス クが予想 され る。 しか し,

マー ヶ ヅ ト,顧 客関係,統 制機構 内での地位を失な うこ とを回避す るため,そ

うした選択 は事実上 強制 された。

最後に第3の 側面 は封鎖性の"弛 緩"で ある。個 々に差異はあるが,基 本的

な財閥内の資金循環 の構造 は,傘 下企業 か ら主 として 株式配当金 の形で本社

一同族 に資金が集中 され,そ れが一元的に(再)投 資 され る とい うものであ っ

た。 ここに変化が生ず る。傘下企業の資金需要が急速に大規模化したた め,外

部借入れや株式公 開が進 められ,さ らに本社で も保有株式の一部売却 と借入金

の導入が行なわれた。同族資金 のウェイ トを維持す る努力は行なわれたが,資

金量 の相対的不足か ら後退を余儀な くされたのであ る。新興財閥(や 産業財閥)

では この事情は特 に深刻であ り,傘 下企業 のみならず本社 自体 も借入金等への

依存を強めなが ら,各 々 自立化す る傾向が生まれた14)。



日本の産業組織と企業25

表1014財 閥の払込資本金べ一ス集中度

(在内会社分のみ:単 位百万円)

閥

閥

閥

閥

財

財

財

財

合総

業

融

興

大3

産

金

新

計

全国会社合計〔A〕

1937年

本 社

570

115

50

365

1,loo

傘 下
企 業

1,574

392

313

610

計
対 〔A〕比率%

2,144(12.1)

507(2.9)

363;2.0}

975(5.5)

2,888i3,98?(22.6}

持株会社指定時

本樹 纏
865

116

50

1,140

2,170

i

?,431

1,388

s75

2,165

1Y,659

計
対 〔A〕比率%

8,296(25.6)

1,504(4.6)

725(2.3)

3,344(10.1)

13,SZ9(42.6}*

32,380(100.0)

(注)

1.内 訳はつ ぎの通 り。

3大 総合財閥一 三 井 ・三菱 ・住友 ・産業財閥一 古河 ・浅 野 ・大倉 ・金融財閥一 安

田 ・野村 ・新興財閥一 日産 ・日窒 ・日曹 ・森 ・理研 ・中島

2.持 株会社指定時はほぼ1946年 であ る。

3.指 定時 の全国会社合計 〔A〕 の数値は商工省 「会 社統計表』 の1946年 のもの。なお,こ の数

字は大蔵省調査によると43,623百 万 円(1946年3月 末)で ある との指摘 があ り(大 蔵省財政

史室編r昭 和財政史一 一終戦か ら講和まで』 第2巻 ・独 占禁止(三 和良一執筆)・ 東洋経済

新報 社,1982年,20-21ペ ージ),こ れ に も とついて計算す ると*の42.6%は31.6と な

る。

(資料)山 崎広明r戦 時下 の産業構造 と独占組織」(策 京大学社会科学 研究所編rフ ァシズム期 の国

家 と社会2・ 戦時 日本経済』)236-237ペ ージよ り一部 修正 の うえ抄録。原資料は持 株会 社轄

理委員会r日 本財閥 とその解体』『同資料』ほか。

これ まで 日本の経済発展には,富 裕な資産家(個 人 ・同族)の 出資が きわめて

大 きな役割を果たしてきた。 よ り小規模な もの としては複数の資産家に よる共

同出資型(い わゆる二流以下財閥系)の 企業や地方財 閥系企業が あ り,い ず れ も

日本の有力企業を構成 した。大規模財 閥はそれ らを代表す るものであった。そ

うした封鎖的な出資 ・支配の構造は,基 本的には財 閥解体 に至るまで崩れなか

った とは1」・},そ の枠内で"弛 緩"が 生 じた のであ る。

2-2財 閥解体の効果

財 閥解体措置は,い ま述べ た封鎖的構造を破壊 し,し たが って戦前 日本の経

済 システムの重要な構成部分を変革した。

財閥家族や,財 閥本社をは じめ とす る持株会社の保有分を含む株式で売却を
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強 制 された ものは,諸 根 拠 法 令 に よる も の を 合 わ せ て約184億 円(払 込額)に

のぼ り,1946年 末 の 株 式 総 額 約437億 円(同i大 蔵省調べ)の42%に も相 当 し

た15)(た だしその最終処理状況は明 らかではない)。 財 閥 家 族 は 引 退 させ られ,財

閥 系を 中心 とす る大企 業 の 経 営 者 も 広 汎 に(3600人 以上 といわれる・・))パ ー ジを

受 け,あ るいは 自ら事前 に退 陣 した。 これ らの人 々の一 部 には,の ち に経営 者

として復帰 した例 もあ ったが,そ の多 くは 旧財 閥系 の周 辺 の企 業 等 にで あ り,

企 業社 会 の中 枢 にで はな か った1?)。 財 閥 は,そ の資 金 的 ・機構 的お よび人 的結

合を か な りラデ ィカル に破 壊 され た わ け で あ り,各 々 の 企業 は 自立 的 とな っ

た。

この こ とが企 業 経営 に与 えた 効果 を 評価す るこ とは,必 ず し も容 易で な い。

戦 前 の財 閥 は 閉鎖 的 かつ 保守 的 で あ った のに対 しy戦 後 の企 業 はは るか に積 極

的で長 期 的な ス タンス を もつ よ うにな った とす る評 価18)が あ る一方,戦 前 の財

閥 も重 工業 を重 視 した 戦 略的 ・積 極 的 ポ リシー を も っ て い た とす る 評 価 もあ

る19)。問題 は,経 営 ス タ ンスそれ 自体 と,当 面 した 経済 環 境 の要 素 とを 分離 す

る こ との困 難 さに あろ う。 こ こで もた かだ か 参考 に供す べ き1つ の 事例 を あげ

る こ とが で きるにす ぎない 。

日向 方齊 氏は,住 友 金属 工 業 の 小 倉製 鋼 合併 に よ る銑 鍋 一貫 生産 へ の進 出

(1952年)に 関 して,r私 の履 歴 書』 に 次の よ うに記 してい る20)。

最大の難関はむしろ身内の説得にあ った。財閥解体後,旧 住友本社の役員は形の

上では経営に関与していなか ったが,社 運にかかわる重要事項だったので,一 応お

うかがいをたてた。その席に広田寿一社長と私が出ると,案 の定 「溶鉱炉なんて政

府の仕事。住友が 手を出す事業ではない」 とい う意見が多 く出された。……(中略)

……最後に古田さん(古 田俊之助 ・元住友本社総理事一 一引用者注)が 「現役の皆

さんがそ う考えるのならやってみなさい」 と収めて下さった。……(中略)… …この

時,新 時代への対応は 「自己責任でや らなければ」 と痛切に感じた。

この事例が まった く特異な ものでない とすれぽ,財 閥解体 と経営者層の交代

は,そ れ 自体 として も経営 スタンスの積極化を もた らした といえるであろ う。
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いずれにせ よ,企 業の経営 トップの顔ぶれは大 き く変わ り,若 返 った。財閥

家族に代表 され る大規模な資産家=所 有型の企業家は決定的に後退 した。複数

の企業に出資 し役員を兼任す る共同出資型 の企業家や,専 門経営者から転じた

タイプの所有型企業家 も同様 に後退した。専門経営者の企業 間流動 も例外的な

ものにな った。かわ って中心を 占めたのは,学 卒後,同 一企業内で キャ リアを

積み,組 織的な人材形成 システムの中で昇進して きた専門経営者群であ る。

たしかに,こ れ と並 んで家業型企業(経 営者)の 小 さ くな い一群があ った。

豊田(ト ヨタ),石 橋(ブ リジス トソ),松 下(松 下電器),本 田(ホ ソダ技研),鳥

井(サ ソ トリー)の よ うに,多 くは強力な創業者の リー ダーシ ヅプの もとで中小

・中堅企業か ら成長 した比較的新 しい企業群であ る。 この種の企業はその後 も

くりか}し 登場 したが,創 業者たちは戦前型の多角的出資 ・経営参加行動を と

らなか った し,企 業の成長 とともに経営 トップの構造を組織的なものにしてい

った2・)。また株式非公開で純粋に個人企業的な内容 をもつ(多 くは老舗の)大 企

業は,ヨ ー ロッパ諸 国に比べ てその ウェイ トがず っと低い。

このよ うな経営 組織を もった企業が,投 資機会に積極的にチャレソジし,急

速な成長 に成功した ことは確かであ る。

さて,財 閥解体に よって企業間結合は著し く弱まったが,1950年 代に入ると,

講和発効 ・独立(1952年),独 禁法第2次 改正(1953年)前 後 を 節 目として・形

を変}た 企業の再結集がみられ る ようになる。

まず株式保有状況につ い て表11を み ると,1945年 度か ら49年 度にかけては

(非金融 ・証券)法 人 と政 府 ・公共団体 の比率が 大幅に低下 し,個 人等が70%近

くにまで比率を高めている。証券業者の比率の上昇は過渡的な性格の ものであ

る。 ここに財閥解体 ・独 占禁止等 の効果が反映している。しかしその後,個 人

等の比率は急速に低下 し,金 融機関 ・法人 の比率が高まる。その背景は,① 企

業再建整備の事後措置 としての相次 ぐ増資に際し個人等の消化能力に限界があ

った こと,② 独禁法の大幅改正に よ り企業の持株制限が緩和 された こと,③ 集

中排除 ・再建整備等において金融機関が優遇 され,相 対的に打撃が小 さか った

こと,④1949年 や1953年 の株価低落時),Y個人等の売却が生じた こと,等 であ る
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避
1945

1949

1950

1955

表11株 式保有分布

(株数ベース,各 年度最終決算時点)

政府・公
共 団 体

D/_

8.29

2.80

3.14

0.39

金階 関騒
信髭)

%%

11.17(一)

9.91(一 一)

12.63(一)

23.61(x.13)

証券業者
Cs)

%0

2.82

12.56

11.90

7.94

法 人(
A・B除 く)

%

X4.05

5.59

11.03

×4.64

個人他

Ol_

53.07

69.14

61.30

53.42

総株数

万 株

44,364

199,795

258,050

1,110,876

(資 料)大 蔵 省 『財 政 金 融 統 計 月 報 』Na.7⑪,1957年1月,114-115ペ ー ジ よ り作 成 。

(なおこの間,外 国法人 ・個人の比率は1%台 にすぎず,無 視し うるほ どである)。

この よ うに して企 業 間 の資 本 的 結合 が再 形成 され た。 しか し,以 前 の よ うに

財 閥家族 ・持株 会社 を頂点 とす る ピラ ミッ ド型 では な く,大 企 業 間で の ゆ るや

かな 相 互持 ち合 い の形態 を と った か ら,財 閥 が復 活 した ので は決 して なか った 。

金融 機 関(の ちには商社 も加わる)が 結 合 の 中心 にな った とは い え,か つ ての持

株会 社 の機 能 とは異 な ってい る。 と もあれ1955年 前後 には,そ のの ち長 く固定

化 す る企業i集団 内で の株 式相 互保 有構 造 の 原 型 が ほ ぼ 完成 され た(こ のことは

各社社史 ・有価証券報告書な どの上位株主に関する情報か ら確かめ られる)。 こ の ほか

財 閥称 号 ・商標 の禁止 解 除(1952年4月)が 行 なわ れ,さ らに 融資,安 定 的取 引

関 係,役 員派遣 等 に よる人 的 結合,社 長 会 の設置,業 務 提 携,技 術 導 入や 新 分

野 進 出に関 す る、共同行 動 な ど,多 面 的 な結 合関 係 を形成 してい った 。

各 企業集 団 の構 成 をみ る と,い ずれ も一 連 の業 種 に属 す る有 力企 業 を含 ん だ

ほ ぼ 同型 で,三 菱 ・住 友 ・三 井は 旧財 閥の それ を 引 き継 い でお り,そ の他 は上

位 都 銀 は じめ金 融機 関 お よび 商社 を 中心 として 旧産 業 財 閥 ・金 融財 閥 ・新 興財

閥系 企業 を再 編成 した 内容 を もってい る。 これ は 戦時 期 に 明瞭 とな った 融資 系

列 に起源 を もつ もので あ るが,複 数 の集 団に属 す企 業 も少 な くな い な ど帰 属 は

確 固た るもの とはい えず,ま た 巨 大 メー カ__....を中心 とした 独 立 的 な企業 グル ー

プもい くつ か 存在す る22)。

それ は基 本 的 に,独 立 した 諸企 業の経 済的 メ リッ トをめ ざした行 動 の結 果で

あ り,意 思 拘束 力 は 弱い。



日本の産業組織と企業29

2-3下 請制の展開 と問屋の後退

大企業セ クターでの財 閥解体 に対 して,中 小企業セ クターでは下請制 の展開

と問屋の後退 とい うやは り重大な変化がお こった。

下請制 よ りやや広い概念に 「系列」があるが,こ れを経済的内容に よって分

類す ると,① 生産力補完系列(完 成品下請)… …親企業 と同一財の生産 を下請に

出すので実質的には分工場化 であ り,こ れに準ず るものに 自動車 メー カーが軽

自動車や オー トバ イの生産 を下請化す るな どの関連製品系列があ る,② 二次加

工系列……鉄鋼 ・繊維な どで素材 メー カーが下流 の加工部 門を系列化す るもの,

③部品系列……機械工業な ど組立型業種で典型的にみ られ るもの,等 があ り,

さらに これ らの複合型や商業資本(問 屋)支 配 の型が存在す る。

戦 時期 にめだ って進展したのは,産 業構造 の中心Yyの しあがった軍需関連 ・

機械工業におけ る部品生産下請である。 この動 きは政 府に よる統制政策 とも関

連を もった。政府はs中 小企業を技術的に優良な ものに集約化し,そ れ と親企

業 との下請 関係を専属化 しつつ 自らの統制 のもとに置 こ うとしたのであ るが・

これは優良工場 の不足やその他中小企業 の厚い層の存在のために狙い どお り実

現しなか った ようであ る23)。それはむしろ個 々の大企業の主導で広められ,戦

後に受け継がれた。

それ とともに顕著だ ったのは,問 屋 の支配力の後退であ る。流通統制政策は,

初期 には既存の問屋 を利用し ようとしたが,や がてそれらを排除して直接的に

掌握す る方 向に変わ り,大 きな影響 を及ぼした。 メ リヤス業が典型的で,原 糸

と製品の両面に統制が入ることに よ り問屋が排 除された。繊維等だけではな く・

た とえば工作機械で も戦 前には問屋 の存在が重要であ ったが,統 制外の生産 を

規制す る意図か ら工作機械供給制限規則(1938年),機 械設備制限規則(1939年)

が制定 されてそれ らは後退 した。 自転車工業では組合に よる共 同販売制に よっ

て,か つて活躍 した問屋が排除 されてい った24)。

この ように戦時には,産 業構造の変動 とともに,製 造業大企業 自身に よる下

請制が広 ま り,他 方で問屋の存在が大幅に後退 したが,こ の大 きな変化 は戦後

に も引き継がれた。
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さ きに,戦 後 復 興期 におけ る中小 企 業金 融 の 困難 にふれ た が,こ れ も問屋 の

後 退 の影響 が 大 きか った 。つ ま り,か つ て大 きな比 重 を 占め ていた 問 屋か らの

信用 供与 が 激減 した一 方,そ れ に代 わ る金 融機 関借 入れ も十分 に得 られ ない と

い う事 情が あ った の で あ る。1948年 当時 の大 阪商 工 会議 所調 査 に よれ ば,メ リ

ヤ ス業 で は戦前(1936-37年)に 問屋6割 ・銀 行3割 ・組 合1割 で あ った資 金調

達 先が,銀 行9割 ・組合1割 に変わ り,製 本 業で も同 じ く銀 行 ・問 屋 の比 率が

1940年3:7,1943年5:5,1948年7:3と 逆 転 した といわ れ る。 このほ か綿 織 物,

セ ル ロイ ド,印 刷 の ケー スで も同様 の こ とが報 告 され て い る25)。 同 じ時期 の東

京市 政調 査 会 に よる調 査で も,中 小企 業 の 借 入 先 は 銀行48%,知 人(い わゆる

闇金融を含む)21%,親 工場14%,問 屋 ・卸 元 が 各2%と な って お り,変 貌ぶ

りが うか がわ れ る2B)。

問 屋 の存在 は,戦 後 に復 活 が あ った とは い え,戦 前 とは比べ よ うもな く後 退

した 。 大企業 セ クターで財 閥 以下個 人 資産 家 の金 融力 と支配 とい う柱 が失 なわ

れた の並 んで,中 小企 業 セ ク タ ー で は 商 業資 本(問 屋)の 支 配 と金 融力(な い

し金融取引への介在)と い う柱 も後 退 した ので あ る。 あわせ て 日本経 済 の構 造 と

シス テ ムにおけ る大 きな変 革 であ った 。

3企 業金融の変化

以上 の産業組織におけ る変化は,企 業金融にも当然影響す る。 この節ではま

ず企業のバ ランス ・シー トの推移を要約し,つ いで フmの 企業金融の変化を

検討し よう。

3-1主 要 企業 のバ ラ ンス ・シー ト

主要 企業 の財 務 諸表 を 集計 した デ ー タ としては,戦 後 につ い ては 数系 列が 利

用で き るが,こ こで は戦前 ・戦後 を接 続 可能 な三 菱 経済 研 究所 『本 邦事 業成 績

分 析』(の ちr企 業経営の分析』)を ベ ー スIY括 的 分析 を行 な う27)。

は じめに表12に よ り資産 構成 をみ よ う。

1935年 下 期 には,流 動資産 ・固定資産 比 率 は ほぼ40言60で あ った。 そ の後 急
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表12資 産構成(主 要企業 ・全産業)

＼ 年度・期

＼
産

金

権

券

産

他

産

械

地

資

他

産

騨
預
轄

の
犠

の
資

現

売

有

棚

そ

建

土

投

そ

流

固

総

1935下

%
40.8

5.9

7.6

10.0

10.0

7.3

59.2

goo.o

1940下

%
60.1

5.6

9.5

16.1

18.5

10.4

39.S

zoo.o

1943上

%
69.6

8.5

11.5

15.9

22.8

11.0

26.8

100.0

(1945)
%

73.2

4.1

14.3

1Z.0

23.1

19.7

29.1

100.0

1950上

%
70.9

$.2

15.2

6.4

29.0

12.1

29.1

22.S

O.5

0.8

5.O

goo.o

1955下

i

46.2

s・

16.3

2.4

17.5

3.2

53.8

43.9

0.9

4.3

4.7

100.0

(注)

1.一 はデータな し。

2.1945年 上期は暫定数値。

3.戦 後の 「有価証券」は原資料の 「そ の他の当座資産」の数値。

4.1950年 上期には,企 業再建整備にともな う新 旧勘定合併 を実施 し,そ れ以前 の3-4年 を1期

として決 算した企業 が多数含 まれてい る。

(資料)三 菱経済研究所 『本邦事業成績分析』。

激 に固定資産の比率が低下し,1943年 上期 にはわずか30%と な って,10年 前 と

完全に逆 とな った。 この傾向は(暫 定数値ではあるが)1945年 上期 にはさらに進

行 し,1950年 上期にも基本的に不変であ る。 このこ との最大の原因は,イ ソフ

レ下で資産再評価がされなか った ことであろ うが,他 方に流動資産 の膨張要因

も存在 した。す なわ ち戦時期に本業が縮小した繊維な どの産業では軍需部門へ

の出投資が顕著であ り,ま た軍需産業では関連 ・系列企業への信用供与が増加

した28)。これ らが有価証券や売上債権 の比率 を上昇 させ る。強行的な増産努力

と流通 ・生産の不 円滑 との併存は,在 庫(棚 卸資産)を 増加 させ るであろ う。

戦後 には再び固定資産の比率が上昇し,1955年 下期 には戦前に近い水準まで

戻 った ように よみ とれ る。 これ は 資産再評価 の 実施(た だし土地についてはきわ

めて不十分)と,さ きにみた株式保有の開始 に よる と ころが大 きい。しかしこ
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表i3資 本構成(主 要企業 ・全産業)

＼ 二ぎ 讐L

債
務
喩
債
鮫
溜

他
本
金
等
本

債

期

借

金

借

長

醐

金

の

本

余

資

入

期

他

ち

入

買
短

社

鴛

借

そ

資

剰

み

　
　

負

資

総

(流 動 負 債)

(資 本 ・固 定 負 債)

1935下

i
38.5

xo.6

16.5

4.1

7.3

61.5

46.7

14.S

100.0

17.9

82.1

1940下

%
47.2

16.4

1Q.6

7.1

13.0

52.8

3?.1

15.7

Sao.o

29.4

70.6

1943上

%
55.2

17.9

5.$

5.9

21.8

44.8

30.4

x.4.4

ioo.o

39.7

EiQ.3

`945/
%

72.2

23.4

$.7

12.4

28.1

27.8

20.9

s.9

ioo.o

51.5

48.5

1950上

%
77.3

23.1

15,1

3.8

12.0

(12.0)

(27.1)

23.3

22.7

11.0

11.?

goo.o

61.5

38.5

1955下

%
fil.9

14.9

15.2

3.8

16.2

(13.4)

CZS.6)

11.S

38.1

11.1

27.0

100.o

42.0

58.0

(注)i表12に 同 じ。

(資 料)表12に 同 じ。

の点 には一 定 の留 保が 必要 で あ る。す なわ ち① 戦 前にはすべ て流 動 資産 に計 上

され ていた 有価 証 券保 有 の一 部が,固 定 資産 中の投 資 の項 目に移 され てい る こ

と,② 流動 資産 の うち売上 債 権 と棚 卸 資産 の比 率 の上 昇 は戦後 に受 け継 がれ た

こ と,③1955年 前後 は戦 後で 最 も固定資産 比率 が 高 ま った 時期 で,の ち高 度成

長 の過 程 で再 度 の低下 が生ず る こ と,な どで あ る。

次 に資 本構 成 の側 を み よ う。

表13に よれ ば,資 本 ・負債 比 率(自 己資本比率)は,資 産 面 で の固定 ・流 動 比

率 とほぼ パ ラ レルに 動 いて い る。す なわ ち1935年 下期 に60%を 超 え ていた 自己

資 本比 率 は,1943年 上 期45%,1950年 上X23,°aと,40%ポ イ ソ ト近 く低 下 した。

これ は剰 余 金 等 よ りも資本 金 の低 下 に よる もので,総 資 本=総 資産 の膨張 ペ ー

スを増 資 が下 回 った こ と(お よび戦後の減資の影響)を 示 して い る。他 方r負 債

側 で は社債 の ウェイ トが 大 幅に 低下 し,逆 に買 入債 務 「そ の 他 負債 」,「そ の

他長 期 負債 」が 増 加 した。 山崎広 明の ケー ス ・ス タ デ ィに よれ ぽ29),「 そ の他
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負債 」 に含 まれ る未決 済 勘定(仮 受金 ・前受金)の 主 な 膨張 要 因は・ 特 に1937-

43年 に は政 府軍需 資 金 前払 いで あ り,1944年 以 降は それ 以上 に銀 行 借入 金が 急

速 に増 加 し,「 そ の 他長期 負債 」 の比 率を 上 昇 させ た ので あ る。

1955年 下 期 をみ る と,こ ん どは逆 に 自己 資本比 率 が約38%に 高 ま って い る・

総 資本 の拡 大 の 中で これ が 可能 だ った の は,相 次 ぐ増 資 と,資 産再 評 価 に も と

つ く再 評価 積 立金 の増 加,特 に後者 に よる ところが大 きい。 しか し,① 戦 前 と

の比 較で は 自己 資本 比 率 の大 幅な低 下 は 明 らか で あ る こ と,② 借 入金 比 率が30

%近 くに まで達 してい るこ と,③1955年 前後が 自己資 本比 率 の ピー クで あ り,

そ の後1970年 代 後半 まで低下 を続 け る こ と(1962年 まで資本金比率は上昇するが・

剰余金等の低下がそれを上回る),な どの点か ら,基 本 的に は戦 時期 を契機 として

戦 後 に銀 行借 入金 へ の依 存 が強 ま った こ とは 議論 の余 地が な い。 ただ,資 産 面

の動 き と同様,戦 時期 の トレ ソ ドが単 純 に高 度成 長期 に接続 す るので ない こ と

は銘 記 され るべ きで あ ろ う。1950年 代前半 に い った ん修 正過 程 が あ った 。1954

-55年 の中期 循 環 の落 ち込 み とい う要 素 をひ とまず 除い てい えば,こ の 時期 を

復 興期 と呼 ぶ意 味 の 中に,た ん に生産 水準 の上 昇 だけ で な く,企 業 のバ ラン ス

・シー ト(資 産 ・資本構成)に 関す る 「戦 後処 理 」 の実施 とい うこ とを含 め なけ

れぽ な らな いの であ る。

3-2企 業 金 融 と金 融 シス テ ム

次 には フm・ ベ ー スの企 業金 融 をめ ぐる変 動を 考 察 し よ う。

後述 の とお りマ ネー ・フm統 計 の整 備 が不 十 分な ため,こ こでは ひ とまず

図4の 「産 業 資金 供 給」 統計 に よ ってみ る と,1930年 代 央 の 時点で は 内部 資金

お よび株 式 で資 金調 達 のほ ぼすべ てを 占め て いた。 そ の後,両 者 とも比 率 を低

下 させ,か わ って貸 出が 急激 に増加(1940--41年 は例外)す る。 この傾 向は戦 争

末期 に極 度 に進 行 した 。 戦後 には 内 部資 金 の比 率 が 回復す るが,1954-55年 の

上 昇は例 外的で あ り,高 度 成長 期 を通 じて40%水 準 ない しそれ 以下 で 推移す る。

これは,国 際比 較 で も時 系列 的 にみ て も低 水準 で あ った。 戦後 で は,こ れ に対

して貸 出 の ウxイ トが 高 い。 証券 市場 の機 能 は きわ め て不 十 分 といわ れ たが,
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図4産 業資金供給状況
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(資料)日 本銀行 『本邦経済統計』により作成。

そ の うち社 債 は あ らゆ る面 で機 能 低下 した。 株 式 の ウ ェイ トは,国 際比較 上 は

必ず し も低 くな いが,時 系 列 的 にはた しか に大 幅 に低 下 した 。

全体 とし て ス トック面 の動 き と見 合 ってお り,金 融機 関借 入れ へ の依 存 が強

ま ってい る。

こ うした 特徴 を 説 明す るた め に,税 制 そ の他 の政 府 規制,戦 後 措 置 の あ り方

な ど主 に制度 ・政策 に 関連 す るい くつ か の要 因が あ げ られ て きた。 しか し よ り

重 要 なの は,館 龍 一一郎 ・諸 井勝 之助 お よび藤 野正 三郎 ・寺 西重郎 が 強調 した よ

うに30),① 投 資 とそ の成長 の高 水準,② 戦 後 にお け る金 融資 産 ス トックの縮小

の2つ で あ ろ う。

¢ の点 は,軍 需 関連企 業 が 戦時 に借 入金 依 存を 強 めた とい う例 です で に示 唆



日本の産業組織 と企業35

され てい る。 高 水準 かつ 急 速 に成長 す る投 資 は企 業 の資金 需要 を 拡大す るが,

そ れが一 定程 度 に達 す る と,企 業 貯蓄 お よび金 融資 産 の取 り崩 し(dishoarding)

で は 不足 す る よ うにな る。 外部 資金 へ の依 存 が高 ま る。 こ うした こ とが 戦時 期

以 降 生 じた のであ る。

経 済企 画 庁推 計 お よび 一橋大 学 グルー プ推 計 の国民 所得 統 計が 示す ところで

は3・),民 間企業 設 備投 資(粗 民間固定資本形成 ・住宅除 く)の 対GNE比 率=投 資

率(∫ρ/Y)=は,1920年 代 か ら1930年 代 央 まで1096以 下 で あ ったが,そ の後 急 速

に上 昇 して1938年 か ら1944年 まで ほ ぼ15-20%を 維 持 す る。 これ は かな りの高

水準 で あ る。 戦後 は資 本 ス トックが 相対 的に 豊富 なた め に,投 資 率は10%以 下

か ら出発 す るが,朝 鮮戦 争後 に は 早 くも10%を 超 え,以 後 高 水 準を続 け る こ と

は 周知 で あ ろ う。

た だ し,戦 時期 の高 い投資 率 を他 の 時期 と同列 に扱 うのには 疑 問が残 るか も

しれ ない。 イ ソフ レ的な経 済過 程 の も とで,実 質GNP(1934-36年 基準)は1940

年 以 降 ま った く増 大 しな い とみ られ,し た が って産 出 係数 また は限 界産 出資 本

比 率(」 γ/4κないしdY/!y,資 本係数の逆数)が ほ ぼ ゼ ロとい う"異 常 な"投 資 だ

った か らであ る。 これ は 主 として生産 要 素制 約 のた めで あ るが,そ の而 でた し

か に"異 常"で あ るにせ よ,巨 大 な資 金需 要 を発 生 させた とい う(こ こで問題に

している)金 融 的 側面 で は,他 の時期 となん ら相 違 が あ る わ け で は ない 。 図5

は 現在 利用 し うる不 十 分な デ ー タか ら部 門別 資 金過 不足 ・GNP比 を 試 算 した

もので あ るが,こ こか ら,公 共 部 門 の赤 字 と個人 部 門 の黒字 がや や 異常 な 水準

に拡大 してい るほ か,法 人 企業 部 門 の資 金不 足 も10%レ ベ ル近 くに達 した こ と

が うかが え る。 これ は高度 成長 期 に匹敵 す る水 準で あ る。

この よ うな需要 の 拡大 に対 して,戦 時 期 には政 府 の 軍需 支払 い と銀 行貸 出 の

チ ャソネルか ら資 金 供給 が行 なわ れ た。 日本銀 行 のベ ー ス ・マ ネー供給 一 た

だ し都市 銀 行が 日銀 借 入れ を行 な うのは 戦争末 期 に至 って か らで あ る一 と市

中銀 行部 門 の信 用創 造 がそ れ を支 えた。 マ ネー ・サ プラ イな い しマ ー シ ャル の

んは,現 金通 貨,M、,M2の いず れ に つ い て も極端 に増 大 した 。特 に1943年 ま

でM、 ベー スで それ が著 しい とい う事 実は,軍 需 支払 い 等を 通 じて 高め られ た
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図5部 門別資金過不足(対GNP比)一 試算一
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1.公 共部門の戦後分は一般会 計 ・その他特別会計 ・地方公共団体 の合計。1954年 以降,公 社公

団を含む。

2.GNPは 経済企画庁推 計。

3。 戦争末期および戦後初期 の数値は著 し く信頼性に欠けるもの とな った ので除外 した。

(資料)経 済企 画庁経済研究所 『金融資産負債残高衷1930--1945』1963年,大 蔵省財政史室編 『昭

和財政史一一・終戦か ら講和 まで』第19巻 「統計」424-441頁r日 本銀 行r資 金循環勘定(昭

不028-39年)』1966年,よ りf乍成。

企業 の手元流 動性 が,肖 座性 預金 と貸出 の スパ イ ラル な両 建 て併増 を発 生 させ

た こ とを示 してい る と思 わ れ る。

戦後初 期 に は,実 質所 得 の低下 か ら貯 蓄 率が 極端 に低 下 したた め,や は リイ

ソ フレ下 で 日本 銀行 の マネ ー供給 に依 存す る状態 が しば ら く続 いた 。 この局 面

は,ド ッジ ・ライ ン と朝 鮮 戦争 に よ って基 本 的 に打 ち切 られ,1950年 前 後 か ら

貯 蓄 率は上 昇 の軌道 に乗 る(ハ イパー ・イソフレーシ ョソに よる金融資産ス トック削

減のあとで,所 得水準の回復が許せば貯蓄率が高まることは,ラ イ フ ・サ イクル仮説に

のっとって考えても理解で きよう)。

しか し この貯蓄 は,著 し く預金 に特化 した もの にな らざ るを えなか った 。 そ
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表14金 融資産 ・負債残高(略 表)

(単 位=億 円、

部 門 193 1940 1944 1948 1953

金 融

政 府

法人企業

個 人

産

出

券

債

金

証価

貸

有

預

資

負

産

債

債国

資

負

塵

債

式

金入

株

借

資

負

資

負

国

株

預

産

債

式

金

債

個人 ・法人部門金融資産計

(対GNP比)

金 融 資 産 総 計

(同)

207

115

85

243

163

97

175

89

109

290

139

99

477

224

237

533

1i

229

430

Zso

229

×11

246

203

i

313

23

99

147

9

.1.

39

156

348

16

422

(2.52)

699

(4.18)

835

(2,12)

1,475

(3.74)

1,43411,015

5574,317

7684,105

1,511;11,X83
i

1,039',6,480
a

46,91"r

34,660

7,69」

48,049

31,943

1

6642,448i1〔 〕,808

1,8086,761i11,228

:1

4,].7516,203983

45513,89616,211

9405,97640,613

3831884i6,129

444iも994132,66・

1,43818,272i 35,744

211i:ll卜ll:
1,。、6i亀848↓ 21,225

2gi98・i◎4・7

1,894

(2.54)1

3,s70

{5.19}i

12,169j51,956

(0.45)(0.74)

24,886i111,013
(0.93)1(1.57)

(注)

1.戦 前の預金には保険 ・信託を含む。戦後 は含まず。

2.戦 前については,政 府金融 が金融部門に含まれてい る。

3.GNPは 経済企 画庁推計。

(資料)経 済企画庁経済研究所 『金融資産負債残高X1930-一 一1945』,大蔵省財政史室編 『昭和 財政史

・一終戦か ら講和まで』第19巻 「統計」 よ り作成。

の根 本 的原 因は,さ きに② として あげた イ ン フレー シ ョン等 に よる金融 資産 ス

トックの減 価 であ った 。表14に み る よ うに,民 間非 金 融(法 人 ・個人)部 門 金融

資産 の対GNP比 は,1930年 代 か ら戦 時を通 じて200%を 上 回 って いた が,戦

後 に は40%レ ベ ル まで落 ち込 ん でい る。 当然 なが ら最大 の減 価 を蒙 った のは 預

金 で あ り,ま た個人 で あ った。 しか も戦後 諸 措置 に よって,か つ て 広汎 に存在
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した大規模な資産家層 が没落したため,金 融資産 の分布は きわ めて小規模 のレ

ベルで分散 ・均一化 した。 この条件の もとでは,貯 蓄者は危険回避的 とな らざ

るをえず,し か も短期性資産を選好す るで あろ う。 こ うして銀行預金への集中

が生 じた。

この とき,法 人部門の大規模な金融的投資に期待で きない とし,さ らに金融

機 関が証券投資者 として登場 しない とすれ ば,発 行主体 に とっての制度的不利

を無視して も,需 要サ イ ドの要因か ら証券 市場は成長が困難であろ う。そして

現実に金融機関は,① 戦後初期 の時点で資産 中に証券 をきわめて高い割合で抱

え込んでいた こと,② 債券流通市場が欠如 し流動性が低い こ と,③ 株式の大量

保有は法的に も安全性上 も不 可能な こと,な どか ら十分に強力な買い手 として

登場す ることはできなかった。

以上の事情か ら,企 業の資金需要に対 して,銀 行貸出のチ ャンネルが肥大化

す ることにな った と考え られ る。高度成長 の初期 までおそ らくこ うした状態 に

あ り,そ の後 しだいに程度は弱 ま った とは い え,長 く影響を与えた と思われ

る。

なお,ド ッジ ・ラインと 「1兆 円予 算」(1954-56年 度)の 過程 を 通じて公共

部門の赤字はほぼ解消し,か わ って法人部門が圧 倒的な資金不足主体 とな った。

したが って企業金融が金融取 引全体 の中で中心的な地位 を占め るようになった

のであ り,以 上 に述べた説 明は,同 時に金融構造,ひ いては金融システム総体

につ いても相当程度あては まる といって よいのではなかろ うか。

ま と め

冒頭の問いに対して本論での分析か ら得 られた 回答をあ らためて要約すれば,

次の とお りであ る。

① 戦時→戦後 におけ る市場構造 の変化では,(a)上 位集中度 の全般的な低下だ

けでな く上位企業間 の 格差縮小一一「均等分布寡 占」化一 が重要である。(b)

産業別の動 向は大 き く2極 分化してお り,上 の多数派 のケースに対 して ガ リバ

ーの成長 あるいは下位の大幅退 出を示 した少数派の ケースがあ る。
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② その要 因には,需 要の成長性,技 術変化,分 割 ・統合等の構造政策 などが

あ る。その うち特に需要の成長性 と構造政策 の影響が大 きく,そ れ によって多

数派(主 として成長産業)と 少数派(縮 小産業)の 分化が生じた。

③大企業セ クターでの 「均等分布寡 占」化はs需 要 の継続的拡大 と技術革新

とい う2つ の条件下で,高 度成長期に上位企業間の激 しい競争が展開 され るフ

レーム ワー クとな った。

④一方,中 小企業セ クターでは,特 に重化学工業分野で中堅以下企業層が大

量参入ないし成長を示 し,「 厚いすそ野」を形成した ことが重要 で あ る。 これ

も競争的産業組織 の1要 素 となった。

⑤財閥は(a)戦時期に拡大,経 営への拘束,封 鎖性 の弛緩 とい う3側 面の変化

を経験 し,(b)戦 後に決定的に解体 された。

⑥ 中小企業では,問 屋支配 の後退 と製造業下請制の展開 とい う2つ の変化が

生 じた。

⑦ それ らは戦時統制,需 要変動,資 金需要の拡大等 に よるものであったが,

財閥解体 は何 といって も政 治的要 因に よるものである。

⑧ これ らの結果,大 規模 な資産家や問屋 の出資 と支配 とい う,戦 前 日本経済

の重要な支柱が大 き く後退 した。

⑨企業財務は,固 定資産比率の低下,自 己資本比率の低下 と借入金依存度の

上昇,と い う大幅 な変化を示 した。それは戦時期 を契機 とし,1950年 代前半に

修正処理を受げたが大枠 として継承 され,高 度成長期に接続す る。

⑩ その要因 としては,投 資規模の拡大に よる資金需要の拡大,イ ンフレーシ

ョン,戦 後 におけ る金融資産 ス トックの減価 ・細分化が重要 と考え られ る。

⑪ 戦後の金融取引が企業金融を主軸 とす る もの に な った た め,上 述の銀行

(預金 ・貸出)中 心 の構造は金融 システム総体 を規定す ることにな った。

たんに直接的な人為的要素に よるだけでな く,間 接に市場 メカニズムを通ず

るこ とに よって も,戦 時 ・戦後初期の変動は 日本 の経済構造に多大な変革を も

た らした とい うことが確認で きよう。
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注

1)こ の問題 につ い ての基 本 デー タは公正取 引委 員会 に よるr日 本 におけ る経済 力集 中

の実態 』実業之 日本社,1951年,r日 本産 業集 中の実態』 菓洋経済 新報社s1957年,

r日 本 の産 業集 中』東 洋経済 新報社,1964年,の シ リー ズであ る。他の統計 か ら補 充

し うる部分 もあ るが,基 本的 には これ らに依拠 す る。
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